
（平成２１年９月30日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認長崎地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

長崎国民年金 事案 569 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年３月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成７年３月 

私は、会社を平成７年３月 30 日に退職する時に、会社の担当者から、

「平成７年３月 31 日については、厚生年金保険の被保険者期間ではな

くなるので国民年金に加入しなければならない。」と言われたので、Ａ

市役所に妻と一緒に行き、国民年金の加入手続を行った。 

Ａ市役所では、職員が、私が持参した年金手帳に手続日を手書きした

ことや、私のケースのように、３月 31 日に国民年金に加入した場合で

も、３月分として１か月分の保険料を支払わなければならないと聞いて

驚いたことを覚えている。 

申立期間の国民年金保険料を納付したことは確かなので、申立期間に

ついて、国民年金保険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間を除き

国民年金保険料をすべて納付している上、申立期間以降において、厚生年

金保険から国民年金への切替手続は適切に行われているほか、申立人の妻

の申立期間の保険料は納付済みとなっている。 

また、申立人の国民年金加入の経緯及び手続の記憶は、鮮明かつ具体的

であり、納付したとする金額も、申立期間当時の国民年金保険料とおおむ

ね一致していることから、申立人の主張は不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

長崎国民年金 事案 570 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年６月及び同年９月から３年３月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ①平成２年６月 

          ②平成２年９月から３年３月まで 

私は、昭和 40 年６月に国民年金に任意加入し、保険料を納付してい

たが、61 年４月からは第３号被保険者となっているものと思っていた。

60 歳になる前に、社会保険事務所に年金請求手続の相談に行った際、

夫が退職した平成元年 12 月からは、第３号被保険者の資格を喪失し、

第１号被保険者となっていることの説明を受け、併せて、同年 12 月以

降の納付書を作成してもらい、順次、銀行で納付した。 

ところが、ねんきん特別便で確認したところ、平成２年２月から３年

３月までが未納とされていることが分かり、手元にあった領収証を社会

保険事務所に持参したところ、２年２月から同年５月までの期間並びに

同年７月及び同年８月については、記録訂正されたが、申立期間につい

ては記録訂正されなかったことに納得がいかない。 

申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

二つの申立期間は合計８か月と比較的短期間であり、申立人は、申立期

間を除き、国民年金加入期間について国民年金保険料をすべて納付してい

る上、社会保険庁のオンライン記録から、申立人が主張するとおり、申立

期間の直前直後の期間である平成２年２月から同年５月までの期間並びに

同年７月及び同年８月の国民年金保険料については、20 年 12 月 22 日付

けで、それまで未納とされていた当該期間の国民年金保険料が納付済みに

訂正されていることが確認でき、申立人の申立期間及びその前後の期間に



  

係る国民年金の記録が適正に管理されていなかったものと認められる。 

また、社会保険庁のオンライン記録から、平成３年５月ごろに、申立人

の資格記録が元年 12 月にさかのぼって国民年金の第３号被保険者から第

１号被保険者に切り替えられたものと推認できるところ、申立人が所持し

ている同年 12 月から２年２月までの期間及び同年４月の「納付書・領収

証書」の納付書発行年月日は、いずれも３年７月 11 日とされており、申

立期間を含む元年 12 月から３年３月までの納付書が同年７月 11 日に作成

されたものと考えられることから、申立期間についても納付されたものと

考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

長崎国民年金 事案 571 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年６月から 37 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

      氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

                  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ①昭和 36 年６月から 37 年３月まで 

          ②昭和 45 年５月及び同年６月（還付） 

申立期間①について、母親が、「あなたも 20 歳になったから国民年

金に入ったよ。」と言って、私に国民年金の徴収カードを見せてくれた

ことを覚えている。当時の保険料は毎月 100 円であったと思うが、私が

母親に保険料を渡し、母親が自治会の班長に納付してくれていたはずで

ある。母親は高齢で話を聞くことができないが、私が 20 歳になったと

きに母親が国民年金の加入手続をして、保険料を納付してくれていたは

ずであるので、申立期間①を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

申立期間②について、所持している国民年金手帳を見ると、昭和 45

年５月及び同年６月の欄に検認印が押されており、その２か月分の国民

年金保険料は納付したものと思う。ところが、私は、45 年５月から厚

生年金保険の被保険者となっており、その２か月分の国民年金保険料は

厚生年金保険の加入期間と重複して納付したことになると思うが、当該

国民年金保険料を還付された覚えはないので、当該国民年金保険料を還

付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、10 か月と比較的短期間である上、申立人が所

持している昭和 37 年３月 29 日に発行された申立人の国民年金手帳による

と、当該期間直後の同年４月から 41 年３月までの国民年金保険料は、す

べて納期内に納付されていることが確認でき、国民年金手帳が発行された



  

時点で、当該期間の国民年金保険料は現年度納付により納付することがで

きたことを踏まえると、申立人の母親が当該期間の国民年金保険料を納付

したものと考えるのが自然である。 

また、申立期間②については、申立人が所持している昭和 41 年４月１

日に発行された申立人の国民年金手帳によると、「昭和 45 年度国民年金

印紙検認記録」の４月から６月までの欄には、検認印が押され、切り取ら

れていない昭和 45 年度の「国民年金印紙検認台紙」の４月の欄には、そ

の当時の３か月分の国民年金保険料に相当する 750 円の国民年金印紙が貼

られているとともに、５月及び６月の欄に検認印が押されていることが確

認できることから、申立人は、当該期間に係る国民年金保険料を納付して

いたものと認められる。 

しかしながら、申立人は昭和 45 年５月及び同年６月は、厚生年金保険

の被保険者であり、国民年金の被保険者となり得る期間でないことは明ら

かであることから、この期間の記録の訂正を行うことはできない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36 年６月から 37 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 

 



長崎厚生年金 事案 325 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取

得日に係る記録を昭和 40 年 10 月 28 日に訂正するとともに、Ｂ社における

資格取得日に係る記録を 45 年４月 20 日に、資格喪失日に係る記録を同年

８月 25 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額については、40 年 10 月から

41 年１月までの期間は２万 6,000 円、45 年４月から同年７月までの期間は

４万 5,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められるとともに、

申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ①昭和 40 年 10 月 28 日から 41 年２月１日まで 

②昭和 45 年４月 20 日から同年８月 25 日まで 

③昭和 53 年 10 月４日から 54 年２月７日まで 

申立期間①について、私は、Ａ社に昭和 40 年 10 月から運転手として

勤務していた。当該事業所が 41 年３月に倒産した後に残務整理をしたこ

とも覚えており、当該事業所における厚生年金保険の加入記録が同年２

月の１か月分だけしか確認できないことに納得できない。 

申立期間②について、私は、Ｂ社に昭和 45 年４月から同年８月まで営

業職として勤務していた。所持している同年５月分の給料支払明細書に

おいて、厚生年金保険料が控除されていることから、当該事業所におけ

る厚生年金保険の加入記録が確認できないことに納得できない。 

申立期間③について、私は、Ｃ社に昭和 53 年 10 月から勤務し、給与

から厚生年金保険料が控除されていた。同年 10 月２日に当該事業所で面

接を受けた時、雇用条件について確認した内容を履歴書の裏面に書き留



めており、そこに「厚生年金」と記載しているので、当該事業所では厚

生年金保険に加入していたはずであり、当該事業所における厚生年金保

険の加入記録が 53 年 10 月から 54 年１月までの期間について、欠落して

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が、申立期間①において、Ａ社に勤務し

ていたことは、雇用保険の加入記録から確認できる。 

また、当該事業所における申立期間①当時の事務担当者は、「Ａ社の従業

員は、すべて本工であり、給与から一律に社会保険料等を計算して控除し

ていた。従業員が雇用保険に加入していた期間については、厚生年金保険

にも加入していたと思う。」と証言している上、当該事業所に係る被保険者

記録が確認できる者で事情を聴取することができた７人のうち、勤務期間

を覚えていない１人を除く６人は、いずれも本人が覚えている勤務期間と

厚生年金保険被保険者期間はおおむね一致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和 41 年２月の社会保険

事務所の記録から、２万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は既に全喪している上、事業主の所在は不明であり、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無く、行ったとは認められない。 

申立期間②については、Ｂ社の当時の事業主は、「申立人は、そのころ

に短期間在職していたと思う。」としている上、申立期間の一部又はすべ

てにおいて当該事業所に係る被保険者記録が確認できる同僚３人は、それ

ぞれ、「１、２か月間、申立人と一緒に仕事をしたが、私が先に退職した。」

（被保険者期間が昭和 45 年４月４日から同年６月 30 日までの同僚）、「申

立人は、私が辞める直前まで勤務していた。」（被保険者期間が昭和 45 年

６月１日から同年９月１日までの同僚）、「申立人は、数か月間、営業兼配

送業務を行っていたことを覚えている。」（被保険者期間が昭和 43 年２月

15 日から 48 年９月１日までの同僚）としていることから、申立人が、申

立期間②において、当該事業所に営業職として勤務していたものと推認さ

れる。 

また、申立人が所持している当該事業所名が記載された昭和 45 年５月

分の給料支払明細書において、申立人の給与から厚生年金保険料、健康保



険料等が控除されていることが確認できる上、申立期間②において当該事

業所に係る被保険者記録が確認できる者で、パート勤務であったとする者

１人を除き、事情を聴取できた５人（申立人が同じ営業職に従事していた

として氏名を覚えている同僚１人を含む。）は、いずれも本人が覚えてい

る勤務期間と厚生年金保険被保険者期間は一致しているとしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人が所持している昭

和 45 年５月分の給料支払明細書から、４万 5,000 円とすることが妥当で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、申立期間②に行われるべき事業主

による申立てどおりの資格取得届及び喪失届のいずれの機会においても、

社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主から社

会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 45 年４月から同年７月までの保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間②に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間③については、申立人が、申立期間③において、Ｃ社に

勤務していたことは、雇用保険の加入記録及び複数の同僚の証言により確

認できる。 

しかし、社会保険庁が保管している当該事業所に係る申立人の健康保険

厚生年金保険被保険者原票の被保険者資格取得日（昭和 54 年２月８日）は、

オンライン記録と一致している上、申立期間③及びその前後の期間に欠番

は無く、事務処理において特に不自然な点は認められない。 

また、申立人が覚えている同僚２人のうち１人については、当該事業所

に係る被保険者原票において、氏名を確認できない上、申立期間③当時、

当該事業所に係る被保険者記録が確認できる者は、「入社後、一定の準備期

間（試用期間）があったように思う。」と証言している。 

さらに、当該事業所は既に全喪し、当時の事業主及び申立人が経理を担

当していたとする事業主の妻は既に死亡している上、同僚に事情を聴取し

ても、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかがわ

せる証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間③において、事業主により申立人の厚生年金保険料

が給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び

周辺事情も見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 



長崎厚生年金 事案 327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 29 年１月４日に、資格喪失日に係る記録を同年 12 月 30 日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額については、5,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年１月４日から同年 12 月 30 日まで 

私は、昭和 28 年に中学校を卒業後、Ａ社に勤務していた叔父の勧め

により、申立期間について、Ａ社に勤務していた。勤務していたことは

間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険者期間と認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間において、Ａ社に坑外勤務者として勤務していたこ

とは、当該事業所に係る被保険者記録が確認できる複数の同僚の証言及び

申立人が所持している履歴書により推認できる。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

ⅰ）当該事業所は、昭和 29 年１月１日付けで 122 人（うち、坑外勤務者

が 114 人）もの被保険者をまとめて資格取得させていること（ちなみに、

昭和 29 年の１年間に被保険者資格を取得した坑外勤務者は 255 人で、そ

のうち同年１月１日付けで被保険者資格を取得した 114 人を除き、同年１

月から同年 12月までに被保険者資格を取得した者が各月４人から 24人の

合計 141 人であり、同年１月１日付けで被保険者資格を取得した坑外勤務

者数が極めて突出していることが確認できる。）、ⅱ）同年１月１日付けで



被保険者資格を取得した坑外勤務者 114 人のうち事情を聴取できた 12 人

は、いずれも「自分の入社日と資格取得日が相違している。」と証言して

いること、ⅲ）同年１月２日から 30 年２月 10 日までの期間に被保険者資

格を取得した坑外勤務者で事情を聴取できた 16 人のうち、入社日を覚え

ていないとする２人を除く 14 人は、いずれも「自分の入社日と資格取得

日は一致している。」と証言していることから、その経緯は不明であるも

のの、当該事業所は、29 年１月１日時点で在籍し、かつ、その時点で被

保険者資格を取得させていなかった坑外勤務者について、まとめて同年１

月１日付けで被保険者資格を取得させ、同年１月２日以降に入社した坑外

勤務者は、入社した時点から厚生年金保険に加入させていたものと推認さ

れる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、同職種の同僚の記録から、

5,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

当該事業所は既に全喪し、当時の事業主及び役員は所在不明であるものの、

当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

及びその前後の期間における「健康保険の番号」欄に記載された番号に欠

番は無いことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考

えられない上、事業主による申立てどおりの資格取得届及び喪失届のいず

れの機会においても、社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いこ

とから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われて

おらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 29 年１月から

同年 11 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないものと認められ

る。 

 



長崎厚生年金 事案 326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 30 年２月１日から 38 年４月１日まで 

私は、昭和 27 年ごろにＡ社に入社し、平成 10 年８月まで継続して勤

務していたが、社会保険庁の記録によると、昭和 29 年１月から 30 年１

月までの期間及び 38 年４月から退職するまでの期間については厚生年

金保険の加入記録が確認できるのに、申立期間については、加入記録が

確認できない。 

在職中にＡ社からＢ社に名称が変更されたが、途中で退職したことは

なく、継続して勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間を含めて継続してＢ社（申立期間当時は、Ａ社）に

勤務していたことは、雇用保険の加入記録により確認できる。 

しかし、申立人が記憶している同僚５人のうち４人については、それぞ

れの同僚が記憶している自らの入社時期と、当該事業所に係る厚生年金保

険の被保険者資格取得日は、いずれも相当期間（７年から８年程度）の相

違がある上、当該同僚のうち２人は、「申立人は、私と同じ石工の見習と

して入社したが、当時、見習期間は、入社してから数年間あった。」とし

ており、当該事業所の役員（申立人が名前を覚えている同僚の１人）は、

「申立期間の前に、当社に係る厚生年金保険被保険者記録が１年間ある理

由は分からないが、申立人は石工の見習として入社しており、当時は厚生

年金保険には加入していないと思う。」としているほか、当該事業所は、

「当社では、従業員を厚生年金保険に加入させる『社員』及び『準社員』

と、厚生年金保険に加入させない『一般（日雇労働者）』に区分している



が、申立人は、当時、『一般』で、厚生年金保険には加入させていなかっ

たと思われる。」と回答しており、申立人の申立期間に係る厚生年金保険

料の控除の事実をうかがわせる証言を得ることはできなかった。 

また、社会保険庁の記録上、申立人と同様に昭和 30 年２月１日付けで当

該事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失している者が 26 人（申

立人を含む。）確認できるところ、このうち申立人を含む９人については、

38 年４月１日以降に、当該事業所に係る被保険者資格を再取得しているこ

とが確認できる上、申立人と同じ 38 年４月１日付けで当該事業所に係る被

保険者資格を再取得している５人（申立人を除く。）のうち事情を聴取す

ることができた２人は、「Ｂ社に係る被保険者記録が確認できない期間（昭

和 30 年２月１日から 38 年４月１日までの期間）についても、Ｂ社に継続

して勤務していた。」としていることから、その経緯は不明であるものの、

当該事業所は、いったん申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格を 30

年２月１日付けで喪失させ、改めて 38 年４月１日付けで再取得させたもの

と考えられる。 

さらに、社会保険庁が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿における申立人の資格喪失日（昭和 30 年２月１日）及び

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票における資格取得日（昭和 38

年４月１日）はオンライン記録と一致している上、申立期間及び前後の期

間に欠番は無く、事務処理において特に不自然な点は認められない。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



長崎厚生年金 事案 328 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月１日から 39 年２月１日まで 

私は、申立期間において、Ａ社Ｂ営業所で営業を担当していた。申立

期間の厚生年金保険料は、給与から控除されていたはずである。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ａ社Ｂ営業所に勤務していたと主張して

いるものの、申立人が同じ時期に入社したとする同僚についても、被保険

者記録が確認できず、ほかの同僚については姓のみしか覚えていないこと

からその者を特定することができない上、Ａ社から社名を変更したＣ社は、

「現在、当社に申立期間当時の資料として残っているものとして、厚生年

金保険加入者名簿があるが、その中に申立人の氏名は確認できない。当社

は、営業所等の従業員に係る厚生年金保険の加入手続についても、本社で

一括して行っており、当該名簿には、役職や勤務先などは記載されていな

い上、申立期間当時のＢ営業所に係る従業員名簿は既に廃棄しているので、

申立期間当時、Ｂ営業所に勤務していた者の氏名等は不明である。」とし

ており、申立期間において申立人がＡ社Ｂ営業所に在籍した事実を確認す

ることができない。 

また、Ｃ社の厚生年金保険の担当者は、「昭和 40 年ごろに、本社以外の

支店等で採用された者は、個人事業主として取り扱っていたので、社会保

険には加入させていなかった。また、そのうち、一定期間（７か月程度）、

営業成績が優秀な者については、社会保険に加入させ、更にそのうちのご

くわずかな者が正社員になり、管理職に登用されていたので、30 年代も同

じ扱いであったと思う。」としており、申立人は、Ａ社Ｂ営業所で採用さ



れ、本社で採用試験を受けたことはないとしていることを踏まえると、申

立人は厚生年金保険に加入させない個人事業主として採用された可能性を

否定できない。 

   さらに、社会保険庁が保管しているＡ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の被保険者は、「健保証の番号」欄に記載された番号順に記載

されており、申立期間及びその前後の期間に欠番は無く、事務処理におい

て特に不自然な点は認められない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 

 



長崎厚生年金 事案 329 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 39 年６月から同年 12 月まで 

私は、申立期間において、Ａ社Ｂ出張所に勤務していた。申立期間に

ついて、社会保険事務所に照会したところ、「Ａ社Ｂ出張所の事業所の

登録なし。また、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿に該当なし。」との

回答があったが、納得がいかない。私が在職等していたことについて、

Ａ社から「在職期間証明書」及び「社会保険加入期間証明書」を発行し

てもらっており、申立期間にＡ社に在籍し、厚生年金保険に加入してい

たことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間において、Ａ社Ｂ出張所に勤務していたことは、Ａ

社Ｂ出張所の当時の出張所長及び同僚の証言により推認できる。 

しかし、社会保険庁の記録上、Ａ社Ｂ出張所は厚生年金保険の適用事業

所であったことが確認できない上、Ａ社が保管している社会保険名簿によ

ると、申立人及び申立人がＡ社Ｂ出張所に一緒に入社したとする同僚３人

の名前が順番に記載されていることが確認できるものの、いずれも名前を

二重線で消され、健康保険番号欄に付された番号が改めて別の者に付され

ていることを踏まえると、Ａ社において、一度、申立人を含む４人を厚生

年金保険に加入させようとしたが、何らかの事情により取りやめたことが

うかがえる。 

また、申立人は、「Ａ社から在職期間証明書及び社会保険加入期間証明

書を発行してもらった。」としているところ、Ａ社は、「申立人は、当社

の社会保険名簿に氏名が記載されており、また、当時の役員や管理職の氏



名等を明確に覚えていることなどから、証明書を発行したが、昭和 50 年以

前の厚生年金保険に関する書類は既に廃棄しており、申立人が当社の厚生

年金保険被保険者であったことが確認できる資料等に基づいて証明したも

のではないので、それらの証明書は撤回したい。」としている。 

さらに、社会保険庁が保管しているＡ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者原票において、申立人の氏名は確認できない上、申立期間及びその

前後の期間に整理番号の欠番は無く、事務処理において特に不自然な点は

認められない。 

加えて、申立人が、一緒に入社したとする同僚３人についても、当該被

保険者原票において、氏名を確認できない上、社会保険庁のオンライン記

録によると、そのうちの１人は、申立期間において、国民年金保険料を納

付していることが確認できる。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



長崎厚生年金 事案 330 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 20 年９月２日まで 

私は、昭和 16 年４月にＡ社の青年学校に養成工として入校し、当該事

業所に勤務していた。申立期間における当該事業所に係る厚生年金保険

の加入記録について、社会保険事務所に照会したところ、申立期間にお

いて、厚生年金保険に加入した事実が無い旨の回答があった。 

当時の給与明細書等は保管していないが、当該事業所に就労していた

ことは間違いなく、申立期間について、厚生年金保険被保険者期間と認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間において、Ａ社に勤務していたことは、当該事業所

に係る厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚３人の証言により推認

できる。 

しかし、社会保険庁が保管している当該事業所に係る健康保険労働者年

金保険被保険者名簿によると、申立人は、昭和 17 年１月１日に被保険者資

格を取得し、同年６月１日に同資格を喪失していることが確認できるとこ

ろ、社会保険業務センターが保管している申立人に係る厚生年金保険被保

険者台帳（いわゆる旧台帳）における被保険者資格取得日及び喪失日は当

該被保険者名簿と一致していること、及び当該被保険者名簿において、申

立人と同様に同年６月１日に被保険者資格を喪失している者が 33 人確認

できることを踏まえると、その経緯は不明であるものの、当該事業所は、

労働者年金保険法が施行された当初、被保険者資格を取得させた従業員に

ついて、保険料徴収が始まる同年６月１日の時点で、改めて再点検し、何

らかの事情により被保険者資格を喪失させた可能性がうかがえる。 

また、当該事業所は既に全喪し、当時の事業主は既に死亡している上、

当時の同僚に事情を聴取しても、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料



の控除の事実をうかがわせる証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



長崎厚生年金 事案 331（事案 127 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 35 年３月 25 日から 38 年４月 25 日まで 

私は、中学校を卒業した後、昭和 35 年３月から 38 年４月までの３年

間、Ａ県Ｂ町にあったＣ社に勤務しており、申立期間に係る年金記録確

認の申立てをしたところ、平成 20 年 12 月に年金記録の訂正は必要でな

いとする通知をもらった。 

前回申立て以降、新たな資料等は見付かっていないが、小中学校の同

級生で、私より後にＣ社に入社し、私の退職後も勤務していた同僚には

Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者記録があると聞いているところ、その

同僚が、申立期間当時、私がＣ社に在籍していたことを証言してくれる

ので、私についても申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立期間当時、同じ炭鉱で働いてい

たという申立人の兄の証言等から、申立人が、Ｄ社として社会保険の適用

を受けていた事業所に勤務していたことは推認できるが、当該事業所や申

立期間当時Ｂ町に所在していた他の炭鉱関連事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿において、申立人の氏名が確認できないこと、及び申

立期間の一部は当該事業所の全喪後の期間である上、申立期間当時、当該

事業所に勤務していた者に事情を聴取しても、当時のことをほとんど覚え

ておらず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

証言を得ることができなかったことから、既に当委員会の決定に基づき、

平成 20年 12月 10日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 



申立人は、今回、新たに「小中学校の同級生で、私より後に入社し、私

の退職後も勤務していた同僚に厚生年金保険被保険者記録があると聞い

た。」と主張しているが、Ｄ社に係るその同僚の厚生年金保険被保険者期

間は昭和 35 年 12 月から 36 年 10 月までの期間であり、その同僚は、「勤

務期間と被保険者期間は一致している。」としていることから、申立人の

主張とその同僚の証言は一致していない上、その同僚に事情を聴取しても、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかがわせる証言

を得ることはできなかった。 

また、申立期間において、当該事業所に係る被保険者記録が確認できる

者で新たに事情を聴取することができた複数の者は、それぞれ「約３年間

勤務したが、厚生年金保険には、入社してから約 1 年後に加入した記録と

なっている。」、「自分は約３年間在職しており、Ｄ社に係る厚生年金保

険被保険者期間が４か月しか確認できないが、その理由は分からない。」

と証言しており、当該事業所では、申立期間当時、必ずしもすべての従業

員を入社後すぐに厚生年金保険に加入させていたわけではなかった可能性

がうかがえる。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を控除されていたと認めることはできない。 



長崎厚生年金 事案 332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間②について、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額の

記録の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ①平成７年８月 31 日から８年６月１日まで 

          ②平成８年６月１日から９年１月 31 日まで 

私は、昭和 63 年 12 月に電機通信機器の販売等を目的にＡ社（平成６

年４月１日にＢ社に商号変更）を設立し、当該事業所が事実上倒産した

平成９年１月まで代表取締役を務めており、厚生年金保険の適用事業所

とされた２年３月から倒産するまでの期間において、厚生年金保険の被

保険者であった。 

しかし、ねんきん特別便によると、平成７年８月 31 日から８年６月１

日までの期間が厚生年金保険被保険者期間となっておらず、また、８年

６月１日から９年１月 31 日までの期間に係る標準報酬月額が、実際の給

与額に基づく標準報酬月額よりも低くなっている。 

私は、申立期間①においても、継続して厚生年金保険被保険者であっ

たのに、厚生年金保険被保険者期間となっていないことに納得できない

ので、申立期間①について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

また、申立期間②については、標準報酬月額が私に無断で引き下げら

れていることに納得できないので、申立期間②当時の給与額に基づく標

準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険庁の記録では、Ｂ社は、平成７年８月

31 日に全喪し、８年６月１日に再度厚生年金保険の適用事業所となって



いることから、申立期間①は、適用事業所とはされていない期間である

上、申立人と同様に７年８月 31 日付けで被保険者資格を喪失した６人の

うち４人は、当該事業所が改めて適用事業所となった８年６月１日付け

で当該事業所に係る被保険者資格を取得していることが確認できる。 

また、申立人は、「平成８年６月ごろ、社会保険事務所がどのように使

用するのかよく分からないまま、署名し、会社印を押した白紙委任状を

社会保険事務所に提出したことがある。社会保険事務所が、白紙委任状

を利用して事務処理を行った結果、当初、厚生年金保険被保険者期間で

あった７年８月 31 日から８年６月１日までの期間が被保険者期間でなく

なったのではないか。」としているところ、社会保険庁のオンライン記

録上の当該事業所に係る被保険者資格記録照会回答票において、申立人

の当該事業所に係る被保険者資格喪失日（平成７年８月 31 日）の処理が

平成７年９月 14 日に行われていること、及び被保険者資格取得日（平成

８年６月１日）の処理が８年６月３日に行われていることが確認でき、

被保険者資格喪失日及び取得日がさかのぼって訂正された形跡もうかが

えないことから、不自然な点は見られない。 

さらに、申立期間①について、当時の賃金台帳等の関連資料は保存され

ておらず、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認することはできない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

申立期間②について、社会保険庁の記録によると、当該事業所が、２回

目の厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成９年１月 31 日）

の後の平成９年２月 17 日付けで、８年６月１日から９年１月 31 日まで

の期間の標準報酬月額が 50 万円から９万 2,000 円に引き下げられている

ことが確認できる。 

しかし、閉鎖登記簿謄本により、申立人は、当該事業所の代表取締役で

あったことが確認できる上、申立人は、「私も妻も、標準報酬月額を減

額する手続には関与していないが、通常の社会保険事務所への届出は妻

が行っていた。」としているところ、妻は、「経理関係や総務関係の仕

事は、社長が全部行っており、自分は、社長に言われたことをするだけ

の事務補助であった。」としており、申立人は当該事業所の代表取締役

として、社会保険事務についても権限を有していたと認められることか

ら、当該事業所の全喪手続及び自らの標準報酬月額の減額訂正手続につ

いても関与していたと考えるのが自然である。 

これらを総合的に判断すると、当該事業所の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役であった申立人は、会社の業務としてなされた当該行



為について責任を負うべきであり、申立期間②に係る自らの標準報酬月

額の減額処理が有効なものでないと主張することは信義則上許されず、

申立人の申立期間②における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。 



長崎厚生年金 事案 333 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 31 年８月から 32 年２月 22 日まで 

私は、昭和 24 年５月からＡ社の従業員として勤務していた。31 年５

月に人員整理のために一度退職したが、同年８月に再度Ａ社の従業員と

して採用され、その後、勤務場所は変わったものの、48 年７月に退職す

るまで勤務していた。 

社会保険庁の記録では、厚生年金保険の加入記録が昭和 32 年２月 22

日からとなっているが、31 年８月からＡ社の従業員として勤務していた

ことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間のうち、昭和 31 年 12 月 22 日からＡ社の従業員とし

て勤務していたことは、当時のＢ事務所（現在は、Ｃ事務所）が保管して

いる申立人に係る「従業員台帳」、「労務者カード」及び「労務者台帳」

（以下「従業員台帳等」という。）並びに雇用保険の記録により確認でき

る。 

しかし、当該事業所が保管している申立人に係る従業員台帳等によると、

申立人が申立期間より前に当該事業所に勤務した際には、採用年月日と厚

生年金保険被保険者資格取得日とは一致しているものの、昭和 31 年 12 月

22 日に採用された際には、「職種」欄及び「備考」欄に「32 年２月 22 日 

常傭（常用）へ」と記載されている上、従業員台帳等の健康保険の取得年

月日（昭和 32 年２月 22 日）及び社会保険庁が保管している当該事業所に

係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票の取得年月日（昭和 32

年２月 22 日）は、オンライン記録と一致していることから、その経緯は不



明であるが、当該事業所は、申立期間当時、必ずしもすべての従業員を採

用後すぐに厚生年金保険に加入させていたわけではなかった可能性を否定

できない。 

また、社会保険庁が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿又は被保険者原票によると、申立期間及びその前後の期間

において、「健康保険の番号」欄に記載された番号に欠番は無く、事務処

理において特に不自然な点は認められない上、申立人が覚えている同僚５

人はいずれも姓のみであり、既に死亡している１人を除き、特定ができな

かったほか、申立期間当時、当該事業所に係る被保険者記録が確認できる

者に事情を聴取したが、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除の

事実をうかがわせる証言を得ることはできなかった。 

さらに、Ｃ事務所は、「申立期間当時、従業員の労務管理事務はＤ県に

委任しており、Ｄ県から引き継いだ当時の社会保険関係書類等の資料は保

存年限を経過しているため既に処分している。申立人の申立てどおりの厚

生年金保険の資格取得に関する届出や申立期間に係る厚生年金保険料の控

除を行ったか否かについては不明である。」としている。 

加えて、申立期間のうち、昭和 31 年８月から同年 12 月 22 日までの期間

については、申立人が勤務していたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

このほか、申立期間において、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び周

辺事情も見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



長崎厚生年金 事案 334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ①昭和40年１月から41年５月１日まで 

          ②昭和41年６月１日から同年８月まで 

          ③昭和54年４月から55年12月まで 

          ④平成２年３月15日から４年３月まで 

          ⑤平成５年11月から７年４月まで 

私は、申立期間①及び②についてはＡ社、申立期間③についてはＢ社、

申立期間④についてはＣ社、申立期間⑤についてはＤ社にそれぞれ勤務

していたが、社会保険庁の記録によると、私の厚生年金保険の加入記録

については、昭和41年５月（Ａ社）並びに平成２年１月及び同年２月（Ｃ

社）の合計３か月しか確認できず、申立期間に係る厚生年金保険の加入

記録が確認できないことに納得がいかない。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①及び②について、申立人は、申立期間①及び②を含む昭和40

年１月から41年８月までの期間において、Ａ社に継続して勤務していたと

主張しているところ、申立期間①及び②の期間並びにその前後の期間に当

該事業所に係る厚生年金保険被保険者記録が確認できる者で事情を聴取で

きた16人のうち４人は、いずれも「申立人を知っているが、勤務していた

時期までは覚えていない。」としている上、当該事業所の事業を継承して

いるＥ社は、「昭和40年代当時の書類は既に廃棄しているので、申立人の

在籍期間等については不明である。」としており、申立人の当該事業所に

係る在籍期間を特定することができない。 

また、前述の事情を聴取できた16人のうち１人は、「Ａ社に勤務してい



た期間は、厚生年金保険の加入記録がある期間よりも長かったと思う。当

時は、入社後、一定期間経過後に社会保険に加入させてもらえたと思う。」

としていることから、当該事業所は入社と同時に厚生年金保険に加入させ

ていなかった可能性を否定できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除の事

実をうかがわせる証言を得ることはできなかった。 

さらに、社会保険庁が保管している当該事業所に係る申立人の健康保険

厚生年金保険被保険者原票の資格取得日及び喪失日は、オンライン記録と

一致している上、申立人に係る当該被保険者原票の備考欄には、「証返納

済41.６.27」とゴム印が押されているほか、当該事業所に係る被保険者原

票において、申立期間①及び②並びにその前後の期間に欠番は無く、事務

処理において特に不自然な点は認められない。 

 申立期間③について、申立人がＢ社に勤務していたことは、雇用保険の

加入記録及び同僚の証言から確認できる。 

しかし、当該事業所が加入していたＦ組合（現在は、Ｇ組合）は、「Ｂ

社が当組合に編入したのは昭和52年10月１日からである。申立人の氏名を

検索したが、Ｂ社の被保険者名簿に申立人の氏名は見当たらない。」とし

ている上、申立人の戸籍の附票によると、申立人は、昭和55年５月30日に

Ｈ県Ｉ市からＪ県Ｋ町に異動していることが確認でき、このことについて、

申立人は、「昭和55年10月からＬ社の営業活動を始めたことを覚えており、

そのことから考えると、戸籍の附票に記載されているとおり、同年５月ご

ろにＫ町に戻ったと思う。」としている。 

また、当時、当該事業所の経理課長であった者は、「当時、Ｂ社では、

正社員と準社員については、一定期間の試用期間後に厚生年金保険に加入

させていたが、パートやアルバイトについては、厚生年金保険に加入させ

ていなかった。」としており、申立人が氏名を覚えている同僚でＢ社Ｍ営

業所の所長であった者は、「申立人が勤務していたことは覚えているが、

正社員であったかどうかや厚生年金保険に加入していたかどうかについて

までは覚えていない。」としている上、当該事業所の事業を継承している

Ｎ社は、「当時の関係資料は既に廃棄しており、申立人の人事関係の記録

や当社における厚生年金保険の加入状況等については不明である。」とし

ており、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかが

わせる証言を得ることはできなかった。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人は、申立期間③

において、国民年金保険料を納付し又は申請免除されていることが確認で

きる上、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和54年６月ごろに、Ｈ県Ｉ

市で払い出されたことが推認できる。 

 申立期間④について、申立人は、申立期間④を含む平成２年１月から４



年３月までの期間において、Ｃ社に勤務していたと主張しているところ、

当該事業所における雇用保険の離職日（平成２年３月10日）と厚生年金保

険の被保険者資格喪失日（平成２年３月15日）はおおむね一致している上、

申立期間④の期間及びその前後の期間に当該事業所に係る厚生年金保険被

保険者記録が確認できる者で申立人と同じ業務に従事していた３人のうち

１人は、「私がＣ社に勤務していた平成２年９月から４年２月までの期間

には、申立人はＣ社に勤務していなかった。」としているほか、当時の事

業主は、「平成元年12月に申立人を採用したが、２年３月になって『辞職

したい。』と言ってきたため、辞めてもらうことにした。」としており、

申立人の申立期間④に係る厚生年金保険料の控除の事実をうかがわせる証

言を得ることはできなかった。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人は、平成２年３月

15日に国民年金に再加入し、再加入後の国民年金保険料を現年度納付によ

り納付していることが確認できる。 

 申立期間⑤について、申立人は、Ｄ社に非常勤職員として勤務していた

ことは、当該事業所を経営していたＯ社の当時の事業主の証言により推認

できる。 

しかし、当時の事業主は、「当時の資料は既に廃棄しているが、申立人

を含めて非常勤職員であった者の労働時間は、週６時間から８時間程度で、

月単位でも30時間から35時間程度であったことから、50人ほどいた非常勤

職員は、全員、厚生年金保険には加入させていなかった。」としており、

申立人の申立期間⑤に係る厚生年金保険料が控除されていた事実をうかが

わせる証言を得ることはできなかった。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人は、申立期間⑤に

おいて、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

 このほか、いずれの申立期間においても、事業主により申立人の厚生年

金保険料が控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



長崎厚生年金 事案335 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44 年５月５日から 46 年 10 月６日まで 

私は、申立期間において、Ａ社に勤務していたが、人員整理のために

解雇された。社会保険庁の記録によると、申立期間の脱退手当金は、昭

和 47 年６月に支給された記録となっているが、そのころは、失業保険を

すぐに受給できたので、経済的には困っていなかった。 

また、申立期間の直前に勤務していたＢ社に係る厚生年金保険加入記

録についても脱退手当金を支給された記録となっているが、当該記録に

ついては、その当時、別の事業所に勤務していた姉から「私は脱退手当

金を受給した。」との話を聞いたことを契機として、私もその期間の脱

退手当金を請求し、受給したことは覚えているが、申立期間の脱退手当

金については請求も受給もした覚えは無いので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立人の姉が脱退手当金を受給したことを聞いて、申立期

間の直前に勤務していたＢ社に係る期間の脱退手当金を受給したが、申立

期間に係る脱退手当金は受給した覚えは無い。」と主張しているところ、

社会保険庁の記録上、申立人の姉の脱退手当金の支給日は昭和 44 年７月２

日であり、その時点では、申立人は申立期間に係る事業所に勤務している

ため、脱退手当金の受給要件を満たしていないほか、申立人が申立期間に

係る事業所を退職後、Ｂ社の期間についてのみ脱退手当金を請求したとし

ても、申立人が脱退手当金を受給したとするＢ社と申立期間に係る事業所

の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は同一の番号で管理されていること

を踏まえると、申立期間に係る事業所の分を含めて脱退手当金が支給され



たものと考えるのが自然である。 

また、脱退手当金を支給した場合、当時の事務処理においては、厚生年

金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」を表示することとさ

れていたが、申立人が所持している厚生年金保険被保険者証には「脱」と

表示されていることが確認できる上、申立期間以前に勤務した期間と申立

期間を基礎として計算された申立人の脱退手当金は、支給額に計算上の誤

りは無いなど、一連の事務処理に不自然な点は認められない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


